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※包含計画 

（1）成年後見制度利用促進基本計画（成年後見制度の利用促進に関する法律第 23条） 

（2）生活困窮者自立支援計画（生活困窮者自立支援法第 3条第 2項） 

（3）自死対策計画（自殺対策基本法第 13条第 2項） 

 

 

  
本市においては、生活課題の多様化・複雑化を踏まえ、成年後見制度の利用促進を図

る『成年後見制度利用促進基本計画』、複合的な生活課題などにより、生活に困窮して

いる方々の自立を支援する『生活困窮者自立支援計画』、自死対策を総合的かつ効果的

に進めるための『自死対策計画』の３つの計画を「地域福祉計画」に包含して一体的に

策定します。 
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【基本目標３】自分らしく暮らせる地域を築く【再掲】 

 ニーズに応じた支援や生活環境の整備、権利擁護の取り組みを強化し、地域に住む

すべての人が必要な時に適切なサービスを利用でき、これからも住み慣れた地域で安

心して、自分らしい生活を送ることができる地域づくりを目指します。※抜粋 

方向性２ 権利擁護の推進と体制づくり【成年後見制度利用促進基本計画】 

方向性３ 一人ひとりの状況に応じた支援の展開【生活困窮者自立支援計画】 

方向性５ 生きるための包括的支援の体制づくり【自死対策計画】 

  

【実践目標】  

項  目 実績(Ｒ５) 実績（Ｒ６） 目標値(Ｒ７) 

方向性２ 成年後見制度利用者数 ３３人※1 ３４人※2 ５０人 

方向性３ 自立支援プラン作成件数 ２３５件 ３３６件 
３６０件 

※R6修正 

方向性５ 自殺死亡率（人口１０万人対） ３．８※3 １３．３※4 １４．６ 

 ※1令和4年10月1日現在 ※2令和6年8月1日現在  

※3令和4年度数値 ※4令和5年度数値（※3・※4とも直近値） 

 

【施策（各事業実績）】 

方向性２ 権利擁護の推進と体制づくり【成年後見制度利用促進基本計画】 

（1）権利擁護と成年後見制度の利用促進（富谷市地域福祉計画 62ページ） 

支援を必要としている人の権利や意思決定を社会全体で支援するため、権利擁護と成年後見

制度の利用促進に取り組みます。 

区分 主な事業（実績） 

市
の
取
組 

①権利擁護事業・老人ホーム入所措置（保健福祉総合支援センター） 

・心身の状態や環境の状況等により、在宅において日常生活を営むことに支障がある

65 歳以上の 1 名について、入所先である養護老人ホームの閉園に伴い、施設を変

更し措置を継続支援。他 1名は状況改善により措置を廃止し、特別養護老人ホーム

へ契約入所として移行。 

・権利擁護事業では、NPO法人宮城福祉オンブズネット「エール」へ委託を実施し、

虐待を含めた困難事例や成年後見、債務整理等の助言をいただいている。 

②高齢者・障がい者・児童等虐待防止連絡協議会（保健福祉総合支援センター、地域

福祉課、子育て支援課） 

・各虐待防止連絡協議会において代表者会議を年 1回開催し、虐待防止や早期発見・

早期対応、養護者支援等、支援者の資質向上を目的とした研修を実施。 

・実務者会議を年 1～3回開催し、支援方針や役割分担の確認を行った。 

③権利擁護を推進する中核機関の整備／法律・福祉・医療等の連携によるネットワー

ク構築と協議会の設置（保健福祉総合支援センター、地域福祉課） 

・権利擁護の取組を推進する中核機関について、主な役割、地域課題、連携体制構築

等について協議する「成年後見制度利用促進協議会」を年 1回開催。裁判所・弁護

士等専門職団体、市内金融機関等を参集し、地域課題の共有と連携を推進。 
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市
の
取
組 

・成年後見制度利用の促進に向けて、研修会や広報紙による周知啓発、相談から申立

て及び選任後の後見人等支援を一体的に行い、地域連携ネットワークの充実を図

った。 

④成年後見制度利用支援事業（保健福祉総合支援センター、地域福祉課） 

・該当者に対して、審判請求費用及び後見人等報酬助成を実施。 

・市民後見人フォローアップ研修を年 3 回開催し、成年後見制度の新たな担い手と

して要請した市民後見人候補者名簿登録者の能力維持と資質向上を図った。 

 〇成年後見制度利用者数：34名（令和 6年 8月 1日現在） 

外
部
団
体
等 

①富谷市社会福祉協議会 

・権利擁護センターの成年後見サポート推進協議会において、地域課題の共有並び 

に4件のケースについて協議し、支援方針について助言を求めた。 

・宮城県社会福祉協議会で実施している「日常生活自立支援事業」について、令和7

年2月から事業移管を見据えてモデル事業を実施。 

②虐待防止連絡協議会（参集範囲） 

弁護士、警察、宮城県、児童相談所、医療機関、消費生活センター、人権擁護委 

員、民生委員・児童委員、社会福祉協議会、各サービス事業所、学校、保育所・ 

幼稚園、児童クラブ等遡及 

③NPO法人宮城福祉オンブズネット「エール」 

障がい児・者や高齢者及びその家族並びに福祉サービスに関わる経営者や職員に

対して、権利擁護並びに福祉コンプライアンスの啓発に関する事業を実施。 

④サポネット宮城（宮城県高齢者・障害者権利擁護連携協議会） 

仙台弁護士会と宮城県社会福祉士会は、高齢者・障害者の権利擁護を図るため、ア

クセス障害を解消し、当事者が抱える問題を総合的に解決することが可能となる

よう協議会（通称サポネットみやぎ）を設置。 

 

【施策評価】 

方向性２ 権利擁護の推進と体制づくり【成年後見制度利用促進基本計画】 

（1）権利擁護と成年後見制度の利用促進（富谷市地域福祉計画 62ページ） 

支援を必要としている人の権利や意思決定を社会全体で支援するため、権利擁護と成年後

見制度の利用促進に取り組みます。 

振り返り 事業の見直しや修正 

成年後見制度促進や虐待防止を含めた権利

擁護については、世帯全体の状況を多角的に確

認したうえで、本人の意思決定や意向の支援を

意識した対応を行ってきた。 

 また、地域包括支援センターや富谷市社会福

祉協議会等と定例会を開始し、重層的支援の観

点も踏まえて、制度を必要とする人の早期対応

や、支援の横展開、また地域課題の把握と対策

の協議に努めた。 

虐待防止については、引き続き対象者の

安心安全を第一にした支援並びに世帯全体

を捉え、養護者も支援対象であることを意

識しながら、本人の意思決定支援も含めた

対応に努める。 

地域包括支援センター等の関係機関と運

営推進会議を定例開催し、虐待防止及び成

年後見制度の利活用において、事例の共有

並びに支援の横展開を実施、また権利擁護
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虐待防止連絡協議会では、法律・福祉・医療

等の関係機関との連携により、適切な支援方針

の設定や細やかな支援の展開を行った。 

また、虐待予防や早期発見・対応の強化、及

び権利擁護についての理解を促進するため、関

係機関を対象に研修会等を開催した。 

令和６年度においては虐待の通報件数が前

年度より大幅に増加したが、上記研修会による

意識の醸成や連携体制の強化により、支援者の

意識が向上し、相談件数が伸びた可能性がある

と考えられる。 

 

実践目標としている成年後見制度利用者数

は微増、制度の相談や問い合わせについては増

加傾向にある。市民向け研修会や広報紙等によ

り成年後見制度の周知・啓発を行ったこと、ま

た支援者の意識が向上したことにより、制度利

用促進に寄与したものと考えられる。 

 

市民後見人については、3名が名簿登録して

いたが、1 名が令和 6 年度を以って辞退とな

り、2名が登録継続となった。 

に関する地域課題の把握と対応策の協議を

進めていく。 

 

成年後見制度利用促進協議会において、

関係機関を参集し、地域課題や対策等を協

議する機会とする。中核機関としては、制

度の利用促進に資する相談･広報･促進(マ

ッチング)･後見人支援の各機能を担うと共

に、地域課題の対策を具体的に図っていく。 

相談機能、後見人支援機能については制

度の相談、申立てから後見人支援までは一

体的な実施を意識する。 

 

広報機能については、市民向け研修会の

開催と広報紙への記事掲載を継続し、制度

周知啓発を図る。 

 

促進機能については、2名の市民後見人候

補者名簿登録者に対し、フォローアップ研

修を開催し、養成講座で得た知識と面接技

術等の維持を図ると共に、市長申立事案が

発生した際には、市民後見人を選択肢の一

つとして検討を図る。今後の市民後見の養

成研修については、県で令和 8 年度から実

施見込であることから、動向を注視し、市

町村の役割について整理検討を行う。 

 

法人後見については、市単独で新たな事

業所確保は難しい状況にあり、県で実施体

制整備に努める方向であることから、県の

動向を注視しながら、事業展開を検討する。 

推進協議会の意見 

・成年後見制度が利用に至らないとありましたが、成年後見制度の利用が適切ではないと

いう方にも利用できる社会資源があるといいと思います。 

在宅期間が長くなると親の経済的負担というのも大きくなりますので、経済負担リスク

を最小限に留めるためにも親亡き後の支援は必要だと思います。 
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方向性３ 一人ひとりの状況に応じた支援の展開【生活困窮者自立支援計画】 

（1）生活困窮者等への支援の充実(富谷市地域福祉計画 64ページ) 

生活困窮者等が地域で孤立しないよう、サービスの周知を図り、相談支援や助成を行います。 

区分 主な事業（実績） 

市
の
取
組 

①自立相談支援事業（生活困窮者自立相談支援制度）(地域福祉課) 

・仕事、住居、心身の不調、借金、家庭・人間関係、社会的偏見等の問題を複合的

に抱える生活困窮者に対し様々な悩みの相談を受け、支援計画を作成し生活再建

の支援を行う。 

地域福祉課内に自立相談支援センター(主任相談員、相談支援員、アウトリーチ

支援担当、家計改善支援担当、就労準備支援担当の計5名)を設置。 

〇新規相談件数：341件(延べ5,434件)。 

〇自立支援プラン作成件数：336件 

②住居確保給付金（生活困窮者自立相談支援制度）(地域福祉課) 

離職等により経済的に困窮して住居を喪失又は恐れのある方等へ一定期間家賃補

助を行う。 

〇相談はあったものの、申請には至らず支給実績無し。 

③地域や社会から孤立している人の支援(子育て支援課、地域福祉課、長寿福祉課) 

地域福祉課において、「ひきこもり相談窓口」を設置。 

・ひきこもり支援チーム定例会を月1回開催。 

自立相談支援センターアウトリーチ支援員、障がい者等相談事業相談員、地域福

祉課精神保健福祉担当保健師、地域生活支援担当職員によるひきこもり相談・支

援ケースの状況報告及び支援体制・プラン検討を実施。  

〇実施回数：12回 個別ケース支援者：43人 

・ひきこもり医師相談会を実施。  

〇回数：4回 実相談者数：6名 

・令和6年度ひきこもりに関する生活状況アンケート調査を実施。市内全ての世帯

20,589世帯へ郵送。 

〇回収率：33.4％（有効回答数：6,886件）ひきこもり状態にある方226人 

調査結果の分析にあたっては、昨年12月に、宮城県及び学識経験者の参画のも

と、関係機関との協議の場を設け、多角的な視点から意見交換を実施。 

・アンケート調査を通し個別支援を希望された42名の方々には、地域福祉課の保健

師や社会福祉士等がアウトリーチによる支援も含めた個別相談対応を継続実施。 

・自立相談支援センターにてアウトリーチ支援事業の中でひきこもり支援を実施。

〇支援世帯：25世帯 延回数：623回 

④生活困窮者の支援のための関係機関との連携体制の強化（地域福祉課） 

・毎月1回地域福祉課と自立相談支援センターとの連絡会議を実施。また、個別ケ

ースの支援調整会議を3回実施。 

・自立相談支援センターは社会福祉協議会が主催する令和6年度第1回生活福祉資金

等運営委員会に出席し支援制度について講話を実施。（R7.2.14開催） 
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（2）働く機会の確保(富谷市地域福祉計画 65 ページ) 

生活困窮者や求職している人が個々の能力に応じた適切な仕事に就くことができるよう、関

係機関と連携し、就労活動を支援します。 

⑤こどもに対する取組み・支援（子育て支援課） 

 令和7年度当初予算にて、こどもへの学習支援や居場所の提供を行う「地域子ど

もの居場所づくり支援事業」を新規事業として行う予定。 

⑥小中学校要・準要保護児童生徒援助費補助事業(学校教育課) 

 経済的理由によって就学困難な児童について、学校用品費等を給付することによ

り、経済的負担を軽減し、公平公正な教育の機会を提供。 

⑦人権教育・相談等事業 (市民協働課)  

・社会福祉協議会と連携し、人権擁護委員、行政相談委員、生活相談員等による身

近な場所での相談窓口を開設し、市民の安全安心な日常生活の確保に努めた。 

・法律相談を実施し、市民の法的問題の相談に対して、弁護士による専門的な助言

を行った。 

・保護司等との連携による社会を明るくする運動の取組や啓発活動の実施により、

更生保護への理解促進を図る。 

外
部
団
体
等 

①富谷市社会福祉協議会  

 〇生活福祉資金等運営委員会を実施（R7.2.14）  

〇生活困窮者に対して、宮城県社会福祉協議会、自立相談支援センターと連携し、

生活再建に向けた相談支援を実施。 

②特定非営利活動法人ふうどばんく東北AGAINあがいん 

東北一古いフードバンク。仙台市内を始め、被災地など宮城県内外の各種 NPOやボ

ランティア団体と連携して生活困窮者を多方面から支援。 

区分 主な事業（実績） 

市
の
取
組 

①就労準備支援事業（生活困窮者自立支援制度）(地域福祉課) 

・就労が困難な人を対象に一般就労ができるよう、就労に向けた準備プログラムを最

長 1年の有期で実施。 

〇利用者 3名のうち、1名就労決定。 

・生活困窮者及びその家族や関係者からの相談に応じ、個々人の状態にあったプラ

ンを作成し、ハローワーク等の関係機関と連携しながら就労支援員による支援を

実施。自立支援制度については、広報掲載及びホームページ掲載を継続し、相談

窓口のＰＲを実施。 

②労働雇用対策事業(産業観光課) 

高齢者の就労や社会参加の場を提供するため、シルバー人材センターの運営を支

援することで各種事業への推進を支援。 

③障がい者の就労支援事業(地域福祉課) 

・地域活動支援センター利用者  

〇登録 12名中、年度内に就労移行支援事業所へつながった方 1名、就労継続支援
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B型事業所へつながった方 1名。 

・地域活動支援センター運営について、令和7年度から令和11年度（5か年）の指定

管理運営仕様に「ひきこもり状態にある障がい者への通いの場の提供」を追記。 

・就労支援事業所の開所相談を随時対応しているが、市内事業所数は増えず6か所の

ままとなった。 

④企業等に対する障がい者への理解促進の取組み（地域福祉課） 

・富谷市・黒川地域自立支援協議会「就労支援ネットワーク会」と連携を図りなが

ら、課題等について共有を図った。 

 支援学校が主催する支援移行会議に本課の保健師や社会福祉士が参加し、卒業を

迎える生徒が安心して障害者雇用として企業等に勤務ができるよう共有を図った 

⑤障がい者等相談支援事業、障がい者等基幹相談支援事業(地域福祉課) 

 障がい者等相談支援事業においては、毎月事業者との会議を開催し、セルフプラ

ン対象者へのアセスメントを実施。 

⑥ひとり親家庭自立支援給付金事業(子育て支援課) 

自立支援教育訓練給付金事業及び高等職業訓練促進給付金等事業を実施。市ホー

ムページや広報紙、子育て情報誌にも掲載し、事業の周知を行った。 

高等職業訓練促進給付金等事業については、1件の申請があり給付支給を実施。 

⑦農福連携等の取組み(地域福祉課、農林振興課) 

（地域福祉課） 

農福連携のビジョン提案を市長に実施した法人があり、内容共有を図った。 

（農林振興課） 

富谷市における新たな市民農園の開設に向け、基本目標である「誰もが安心して

生活できる環境の整備」の検証を行うべく、ＯＩＴを活用しアンケートを実施。 

外
部
団
体
等 

①ハローワーク 

・職業紹介、就労定着支援等 

・ハローワーク大和「就職支援ナビゲーター」による出張相談会の実施 

②障害者就業・生活支援センター「わ～く」 

障害のある方が自立した職業生活を送るための支援を行う専門機関 

③富谷市シルバー人材センター ※再掲 

国や地方公共団体の高齢社会対策を支える重要な組織として、「高年齢者等の雇用

の安定等に関する法律」に基づいて事業を行う、都道府県知事の指定を受けた公益

法人。 
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【施策評価】 

方向性３ 一人ひとりの状況に応じた支援の展開【生活困窮者自立支援計画】 

（1）生活困窮者等への支援の充実（富谷市地域福祉計画 64ページ） 

生活困窮者等が地域で孤立しないようサービスの周知を図り相談支援や助成を行います。 

（2）働く機会の確保（富谷市地域福祉計画 65ページ） 

生活困窮者や求職している人が個々の能力に応じた適切な仕事に就くことができるよ

う、関係機関と連携し、就労活動を支援します。 

振り返り 事業の見直しや修正 

実践目標の自立支援プラン作成件数は336件

で、前年度より101件増加した。要因として

は、令和6年度ひきこもり実態把握調査後にひ

きこもりに関する相談が増加したことやコロナ

禍に借入した生活福祉資金の返済開始を迎えた

が返済が困難な方の再相談を実施したことなど

が影響していると分析している。 

新規相談者数は、341件（前年度比70件

増）、延相談者数は5,434件（前年度比1,073件

増）となっており、就労状況、健康課題、住ま

い確保、家族関係、家計課題、債務、社会的な

孤立など複雑で多様化しており、丁寧に根気強

いアプローチが必要な方が対象となっている。 

上記のとおり、昨今の生活困窮者への支援

は、多様化・複雑化したニーズへ対応した「一

人ひとりの状況に応じた伴走型の支援」を求め

られている。この状況を踏まえ、自立相談支援

センター事業も生活困窮者自立相談支援事業、

就労準備支援事業、家計改善支援事業の一体的

実施、アウトリーチ支援の強化、一時生活支援

事業を実施し、支援員も5名体制でチームとして

支援を実施した。 

 

生活困窮者ヘの支援については、地域福祉課

及び委託先の富谷市自立相談支援センターに

て、定期的に連絡会議を持ち、情報共有するこ

とで、支援の方向性の道筋の決定や新たな課題

把握につながっている。また、必要に応じて他

課職員や関係機関と連携しながら支援を展開し

た。 

また、生活困窮のみならず複雑化した課題を

持つケースへの支援については、重層的支援機

生活困窮者支援体制の構築のため、地

域福祉課及び自立相談支援センターとの

連絡会議をベースに、必要に応じ民間団

体等も含めた関係機関の参画も図り、生

活困窮支援に対する地域課題の共有、連

携支援の方策を検討していく。 

「住居確保給付金」については、令和7年

度より「家賃補助」とは別に新たに「転

居費用補助」が加わったため、相談のな

かで周知に努めていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



9 

関とも連携し支援を検討している。 

 

アウトリーチ支援については、就労準備支援

につながり、職業体験・就労につながったケー

スがあった。 

 ひきこもり医師相談会を起因とし、ひきこも

り当事者が外部との接触に成功するなどの効果

があった。 

職員の育成としては、県の研修等に参加し、先

進事例等の情報収集に努めた。 

 

ひきこもり相談窓口や医師相談会等について

は、広報等にて周知を図り、一定数の相談があ

り、ケースの掘り起こしとして効果を感じてい

るが、問題解決にはすぐに結びつかず、粘り強

い支援が必要となっている。 

課題としては、特にひきこもりが長期化して

いる方については、把握及び働きかけが困難な

状況にあり、早期の段階で相談につなげるため

の仕組みづくりが必要である。 

ひきこもりの背景には精神疾患や発達障害等

の要因を抱える方もおり、「ひきこもり支援チ

ーム定例会」として、自立相談支援センターア

ウトリーチ支援員、富谷市障がい者等相談事業

相談員、地域福祉課精神保健福祉担当保健師、

地域生活支援担当職員による、ひきこもり相

談・支援ケースの状況報告及び支援体制・プラ

ン検討を実施し、チームによる多角的な視点か

ら、ひきこもりの方の自立に向けた支援方針を

検討することができた。 

具体的には、ひきこもりケースとして課・関

係機関を超えた支援により、医療機関受診や年

金等の手当受給開始、就労開始につながったケ

ースが複数あり、連携・支援の成果が見られ

た。 

 

令和7年度当初予算（子育て支援課）にて、子

どもへの学習支援や居場所の提供を行う「地域

子どもの居場所づくり支援事業」を立ち上げる

旨の報告を受けた。 

 

 

ひきこもり医師相談会は年8回に拡充し支

援継続する。 

 

 

 

 

 

 

 

啓発活動として、今年度ひきこもりに

対する正しい理解を深めることを目的

に、市民向け研修会の開催を予定してい

る。 

今後については、調査結果を活用しな

がら、包括的かつ継続的な支援体制の強

化に向けた施策の検討を進め、ひきこも

りの予防や早期支援につなげていく。 

また、福祉部局と教育部局の緊密な連

携のもと、民間団体や医療機関、児童相

談所など関係機関との連携をさらに強化

することにより、学齢期からの早期支援

と切れ目のない支援体制の構築に取り組

む必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子育て支援課所管「地域子どもの居場

所づくり支援事業」の具体内容が決まり

次第、生活保護世帯や生活困窮世帯等へ

の情報提供を行う予定。 
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ひとり親家庭自立支援給付金事業について

は、ホームページや広報紙、子育て情報誌に掲

載し、事業の周知に努めた。また引き続き、生

活困窮部門等の関係機関と連携を取りながら、

ひとり親家庭の親の自立に向けた支援を行っ

た。 

 

 農福連携については、農林振興課が実施した

アンケートでは、農福連携における様々な課題

の洗い出しをすることができた。 

 農福連携ビジョンについては、予算規模ベー

ス（交付金活用等）での難点があった。 

 

 小中学校要・準要保護児童生徒援助費補助事

業については、経済的な理由により就労困難な

児童及び生徒に対して就労援助を行い、保護者

の経済的負担を軽減した。 

令和7年度に新たに「養育費確保事業」

として、無料法律相談、養育費に関する

公正証書等作成促進補助、養育費保障契

約保証料補助事業を実施していく。 

推進協議会の意見 

・方向性３「生活困窮者等への支援の充実」について、昨年度、全世代を対象とした引きこ

もりの実態調査がありました。在宅期間が 10 年以上の方の割合が非常に大きくなってお

り、当時者や家族が高齢化している問題があります。親亡き後の支援を充実させていく必

要があると思います。 

・ひきこもり状態にある方やその家族は、自分から発信するのは難しいのでは、と思います。

気軽に相談できる方法を今後も探っていく必要を感じております。 
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方向性５ 生きるための包括的支援の体制づくり【自死対策計画】 

（1）身近で大切な人の心の声に気付き、気軽に相談できる体制づくり（地域福祉計画 71ページ） 

あらゆる機会を通じて自殺リスクを早期発見・早期対応するため、各種関係機関と連携し、

包括的支援体制を構築するとともに、自死予防や相談窓口に関する普及・啓発に努めます。 

区分 主な事業（実績） 

市
の
取
組 

①自死予防対策支援事業（地域福祉課） 

・自殺予防週間や自殺対策強化月間等に、広報にて相談先等(電話、SNS等)の周

知・啓発を実施。相談分野別の相談機関一覧(国・県)を窓口に常設。 

・相談窓口周知啓発用ポケットティッシュ（485個配布）、ゲートキーパー手帳

（349冊配布）、自死予防月間ポスターを公民館・地域包括支援センター等の関

係機関を通に掲示。 

〇自殺死亡率：13.3％（令和5年度数値） 

・富谷市健康推進員向けのゲートキーパー養成研修を開催（40名参加） 

②悩みを抱えた児童生徒への対応（学校教育課） 

・いじめの防止や早期発見、対処のあり方等について、総合的かつ効果的に推進す

るため、いじめ問題対策連絡協議会・いじめ問題対策調査委員会を合同で開催。 

③包括的支援体制の構築（全庁、事務局：長寿福祉課） 

・重層的支援体制整備事業の取組として複雑化・複合化した事案について、対象を

問わず包括的な相談窓口として、多機関協働事業者とともに体制整備を行った。 

 〇新規相談受付件数：18件  

〇支援会議開催回数：5回（うち1回はつながる事例共有会） 

〇重層支援会議開催回数：2回 

④地区健康教室等における心の健康づくり（健康推進課） 

・地区健康教室を11地区で実施し、計189名が参加。 

・健康推進員定例研修会にて、ゲートキーパー養成研修を実施した。 

〇参加者：40名 

⑤自殺対策強化月間における心の健康づくり（健康推進課） 

・市役所交流ホールに、不眠やストレス等のパンフレット等を配置し、周知啓発を

行った。 

外
部
団
体
等 

①厚生労働大臣指定法人 一般社団法人いのち支える自殺対策推進センター 

「自殺対策の総合的かつ効果的な実施に資するための調査研究及びその成果の活

用等の推進に関する法律（令和元年法律第 32号」に基づく指定法人として発足。 

②一般社団法人 社会的包摂サポートセンター（よりそいホットライン） 

社会的に排除されがちな方（生活困窮者、高齢者、外国人、セクシュアルマイノリ

ティ、ＤＶ・性暴力被害者、障がい者、ホームレス、多重債務者、ひとり親世帯な

ど）への多角的な支援事業等を実施。 

③一般社団法人 日本いのちの電話連盟（いのちの電話） 

自殺予防のための電話相談サービスを提供する団体。ボランティア相談員による

電話相談。全国に 50のセンターがあり、約 6,000名の相談員が活動。 
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外
部
団
体
等 

④NPO法人 自殺対策支援センター ライフリンク（生きづらびっと） 

生きづらさに苦しむ子どもや若者に向けた SNS相談「生きづらびっと」、オンライ

ンでの電話相談「＃いのち SOS」、メール相談など各種相談を受付。 

⑤NPO法人 あなたのいばしょ 

24 時間 365 日年齢や性別を問わず、誰でも無料・匿名利用できるチャット相談の

窓口（厚生労働省支援情報検索サイト登録窓口） 

⑤NPO法人 チャイルドライン支援センター（チャイルドライン） 

電話やチャットを通じて子どもたちが自分の気持ちや困難について話せる場を提

供し、自尊心を取り戻す手助けを実施。また、子どもたちの権利を守り、社会基盤

を築くことを目的としている。 

 

（2）自死対策を支える人材の育成（地域福祉計画 72ページ） 

日常生活の中で家族や友達、同僚の悩みに気付き、耳を傾け、必要に応じて、相談窓口や各

種団体へつなぎ、見守ることができる人材の育成に取り組みます。 

区分 主な事業（実績） 

市
の
取
組 

①自死対策ゲートキーパー養成講座（地域福祉課） 

・富谷市健康推進員向けに「ゲートキーパー養成研修」を開催。 

〇40名参加【再掲】 

②市役所相談窓口等での自死予防対応（全庁） 

・対応している各人が、相談者の様子について、気を配り意識するよう心掛けてい

る。 

外
部
団
体
等 

①厚生労働大臣指定法人一般社団法人いのち支える自殺対策推進センター【再掲】 

「自殺対策の総合的かつ効果的な実施に資するための調査研究及びその成果の活

用等の推進に関する法律」に基づく厚生労働大臣指定法人として発足。 

②宮城県自死対策推進センター 

自死を考える方や自死遺族を支援するための相談窓口。センターは、保健・福祉・

司法・医療などの関係機関と連携し、自死に関する様々な相談を受付。 

 

（3）児童生徒のSOSの出し方に関する教育の充実（地域福祉計画 73ページ） 

家庭や地域、学校において、命の大切さだけでなく、様々な不安やストレスへの対処方法を

身に付けるため、SOSの出し方に関する教育を推進します。 

区分 主な事業（実績） 

市
の
取
組 

①いじめ問題対策連絡協議会、いじめ問題対策調査委員会（学校教育課） 

・いじめの防止や早期発見、対処のあり方等について、総合的かつ効果的に推進す

るため、いじめ問題対策連絡協議会・いじめ問題対策調査委員会を合同で開催。 

②いじめに対する対策／児童生徒のSOSの出し方に関する教育の推進（学校教育課） 

・各学校の生徒指導担当者会は年2回、いじめ・不登校担当者会は年1回開催、すべ

ての教職員のいじめへの意識を高め組織的に対応することの重要性を改めて確認 

・児童生徒の抱える様々な問題への対応と心のケアが求められている。 
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市
の
取
組 

市内の児童生徒の虐待事案や不登校児童生徒などに対応するため、2人のスクール

ソーシャルワーカーを配置し、各市立小中学校を訪問し、児童生徒が抱える様々

な問題や生徒指導上の課題の解消を図った。 

・様々な要因により心のケアを必要とする児童生徒や保護者及び心の問題により不

登校傾向などの学校生活に何らかの困難を抱える児童生徒の学校復帰や自立支援

を目的として、富谷市教育支援センターを設置。 

・西成田コミュニティセンター内に不登校特例校富谷中学校西成田教室を開設し、

更なる充実を図った。 

外
部
団
体
等 

①不登校・発達支援相談室（りんくるみやぎ） 

幼児、児童生徒、保護者、教職員を対象に登校に関する悩み、発達の遅れや偏り等、

子供の悩みについて、公認心理師、電話相談員、指導主事が相談に応じる。 

②NPO法人ロージーベル（いじめや学校生活など様々な子どもの悩み） 

過去と決別し立ち直りを目指すすべての少年に対して、立ち直りと自立更生に必

要な保護・援助を行い、少年の更生と健全育成に寄与することを目的に活動。 

③24時間子供 SOSダイヤル（文部科学省・宮城県教育委員会） 

いじめ問題やその他の子供の SOS 全般に悩む子どもや保護者等が、いつでも相談

機関に相談できるよう、都道府県及び指定都市教育委員会が夜間・休日を含めて 24

時間対応可能な相談体制を整備。 

④宮城県教育委員会による各種相談 

登校相談、子供の相談、発達支援教育相談、みやぎSNS相談 

 

【施策評価】 

方向性５ 生きるための包括的支援の体制づくり【自死対策計画】 

（1）身近で大切な人の心の声に気付き気軽に相談できる体制づくり（地域福祉計画 71 ページ） 

あらゆる機会を通じて自殺リスクを早期発見・早期対応するため、各種関係機関と連携し、

包括的支援体制を構築するとともに、自死予防や相談窓口に関する普及・啓発に努めます。 

振り返り 事業の見直しや修正 

地域自殺実態プロファイル 2024（警察庁自殺統

計原票データをいのち支える自殺対策推進センタ

ーにて個別集計） 

➡R6 年度実績が国統計公表前で比較できないた

め、R5年度実績により振り返りを実施する。 

（目標値） 

自殺死亡率（10万人対）→令和７年目標値：14.6 

（実績） 

令和 5年度→自殺死亡率（10万人対）13.36 

 

＜富谷市の特徴＞ 

１位 男性 40～59歳有職同居 自殺者数（5年計） 

9人 背景にある代表的な経路の一例として（配置

法律、大綱等の枠組みの整備や修正

を行う「社会制度」、包括的支援を行う

ための関係機関等による連携による

「地域連携」、個々人の問題解決に向け

相談支援する「対人支援」の 3 つを事

由として有機的連動を行いながら、今

後も、自殺対策を推進していく。 

 

 

 

 

 

 



14 

転換→過労→職場の人間関係の悩み＋仕事の失敗

→うつ状態→自殺） 

※上記のように社会が多様化する中で、地域生活の

現場で起きる問題は複雑化・複合化している。 

 

具体的な取組として、関係機関も含めた不安や悩

みの相談先等の周知・啓発の取組等に取り組んだ。 

 

市民にとって身近な相談窓口である健康推進員

を対象にゲートキーパー養成研修を開催し、人材育

成を行った。研修の継続実施により、自死予防に携

わる人材の育成を継続して行う必要がある。 

 

 

 

富谷市においては厚生労働省が推奨する心のサ

ポーター養成研修（メンタルヘルスや精神疾患への

正しい知識と理解を持ち、メンタルヘルスの問題を

抱える家族や同僚等に対する、傾聴を中心とした支

援者を育成する研修）を富谷市長・副市長・教育長

と幹部職員及び課長補佐職員が受講し、心のサポー

ターとなっている。 

 

こころの健康づくりについては、リーフレット等

の配布により、メンタルヘルスの周知啓発に努め

た。 

 

重層的支援体制整備事業の取り組みとして、相談

者からの多方面にまたがる事案に耳を傾け、必要な

関係支援機関と情報を共有し、連携・調整すること

に努めることができた。 

 

 

 

 

学校においては、児童生徒の抱える様々な問題へ

の対応と心のケアが求められている。市内の児童生

徒の虐待事案や不登校児童生徒などに対応するた

め、2人のスクールソーシャルワーカーを配置し、

各市立小中学校を訪問し、児童生徒が抱える様々な

 

 

 

 

 

引き続き、自殺予防に関する普及啓

発に努めるとともに、人材育成のため

のゲートキーパー養成研修を実施し、

不安や悩みを抱えた人を多方面から支

える支援体制の整備に取り組む。 

また、市民向け（民生委員）等のゲー

トキーパー養成研修を実施するほか、

次年度以降の対象者も検討しながら、

支援の担い手の育成に努める。 

 

 令和７年度の心のサポーター養成研

修は、健康推進員定例研修会で実施す

る予定。 

 

 

 

 

 

こころの健康づくりについて、今後

も地区健康教室や研修会等の様々な機

会を捉え、周知啓発を継続する。 

 

多機関協働事業としては引き続き複

雑化・複合化した事例に対する対応に

ついて関係機関と連携しながら調整役

を担っていく。また各事例においてア

ウトリーチ事業や参加支援事業へつな

いでいくことも念頭に置いて、相談対

応を行っていく。 

 

市内の学校・地域住民・家庭その他の

関係者の連携のもと、いじめの問題の

克服に向けて防止等のための対策を総

合的かつ効果的に推進する。 

スクールソーシャルワーカーの巡回
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問題や生徒指導上の課題の解消を図った。 

 

 

いじめ対策については、いじめの防止や早期発

見、対処のあり方等について、総合的かつ効果的に

推進するため、富谷市いじめ問題対策連絡協議会と

富谷市いじめ問題対策調査委員会の合同会議にお

いて、各学校のいじめの状況やアンケートの実態を

もとに、初期対応の大切さやアンケートのあり方等

について指導助言をいただいた。 

を継続し、児童・生徒の抱える様々な

問題の解決に努める。 

 

 

 

 

推進協議会の意見 

・仙台市では児童のサードプレイスに関する活動を見て、子どもたちの自死の対策をして

いました。大人にもサードプレイスがあるかと思いますが、そんな中で図書館が完成し

たので、学校に行きたくなくても図書館に何時でも来てよと伝えていて、人生ゲームや

トランプをしているそうです。活動の拠点の中で情報交換をする場所も多くあって、支

援者支援と呼ばれています。そういった吐き出す場もあるべきかなと思います。 

・長野県だとサードプレイスという言葉を認定していて、もう学校に行かなくてもいいよ

という意味です。しかし「私たちは色々しているのに、どうして邪魔をするの？」と、

学校教諭が理解していないという部分があります。県内だと東北医科薬科大学や宮城教

育大学の学生や卒業生がお兄さんやお姉さんの役割をやりたいと活動している人が多く

おり、県内でこのような色々なことをしている人はたくさんいます。富谷市であれば、

そういう人たちともうまく繋がれないかなと思っています。 

・ＳＯＳの出し方に関する教育、とても大切だと思います。 

・いじめに対する対策について、学校等で学年ごとにアンケートをとっていると思います

が、小さないじめでも大きな調査になって次回のアンケートから〇をつけるのをやめて

しまう子どもが少なからずいると思います。大きな案件になってからでは遅いこともあ

ることから小さないじめへのアプローチについて学校でも共有してもらえるとよいと思

います。 

・（２）、（３）について、本当にデリケートな、かつ困難を抱えているテーマです。中高生

（思春期）が含まれている現状は更に深刻です。「福祉」というと、大人、子どもには手

厚いサービス事業や支援が向けられていますが、未成年特に高校生になると、質・量と

もどうなっているのか、不足してはいないかと感じております。 
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【参考資料①】 

〇成年後見制度利用促進基本計画（成年後見制度の利用促進に関する法律第 23条） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省社会・援護局地域福祉課 成年後見制度利用促進室 
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【参考資料②】 

〇生活困窮者自立支援計画（生活困窮者自立支援法第 3条第 2項） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省 社会・援護局 地域福祉課 
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【参考資料③】 

〇市町村（地域）自殺対策計画（自殺対策基本法第 13条第 2項） 

 

 

 

資料：厚生労働省社会・援護局総務課自殺対策推進室 

 

 


